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１．はじめに 

 

近年急速な経済成長を遂げている中国では、今後、

ライフスタイルの変化や人口増加等が原因となって

農業分野を中心とした水需要が増大するものと見込

まれている１）,２）。また小沢ら３）が指摘するよう

に、第２次、第３次産業の生産増加も水需要を増加

させる大きな要因となっている。さらに、これら産

業サイドの要因に加え、安価な水道料金、灌漑水の

不正利用、低い節水意識などのソフト面に係る要因

も水需要増大を助長する原因になっている。 

こうした状況を勘案すると、今後、水資源は中国

の経済成長にとって大きな制約要因となることが予

想される。中でも中国の二大大河の１つである黄河

流域については、下流域の急速な経済成長が原因と

なって慢性的な水不足の状態が続いている。その結

果、近年頻繁に深刻な断流が発生しており、水不足

が流域の経済発展を妨げる状況になりはじめている。

これらの地域では水資源の適切な管理とその戦略的

配分が喫緊の課題になってきている。 

  中国の水資源管理に関する既往研究を概観すると、

第１次産業で水資源の70%以上が消費される現状か

ら農業分野での研究が多数を占めている３）-５）。し

かし、今後、農業分野以外でも水需要が増加してい

くことを考えれば、すべての産業を考慮した上で水

配分のあり方を検討していくことが必要であると言

える。こうした問題意識から幡野･奥田６）では、19

97年の省市区レベル地域間産業連関表を用いて第

１次から第３次産業まで含めた11部門の仮想水分 
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析(Virtual Water Analysis)を行ってきた。他方、

これまで主に先進国を中心として、水資源を生産要

素の一つとして捉え、市場メカニズムによりその配

分を行う応用一般均衡モデルが提案されてきた7)-9)。

後述するように中国の水配分の現状を考えると、こ

うした応用一般均衡モデルによって求められる水配

分は、決して現状の水配分を再現するものではない。

しかし、一般均衡理論のフレームワークに基づき、

規範的な立場から最も効率的な水配分の状態を知っ

ておくことは、将来の中国における水配分のあり方

を考える上で一つのベンチマークを与えるものと言

える。 

そこで、本研究ではこれまで筆者らが開発して

きた中国省市区レベルの地域間産業連関表をベース

にしながら、水資源を一つの生産要素とした多地域

一般均衡モデルを新たに開発し、これを用いて将来

の中国における水配分のあり方について検討するこ

とを目的とするものである。続く２．では中国にお

ける水分析のためのCGEモデルについてその基本

的考え方を説明する。また、３．ではこのCGEモ

デルの具体的な定式化について簡単に説明する。さ

らに、４．ではこのCGEモデルの開発に用いたデ

ータセットについて述べる。なお、紙面の都合によ

り、CGEモデルを用いた水配分の結果については、

発表会の当日に説明する予定である。 

 

２．CGEモデルの基本概念 

 

（１）現状の水配分モデル 

 現在の中国における水供給機構は、図－１に示す

ように産業間でのやりとりはほとんどなされていな

い。すなわち、例えば農業のような水集約型産業で

は既得した水資源の存在が節水に対する誘因を働き

にくくさせ、結果的に非効率な水利用が継続してい



るのである。また当然ではあるが、地域間での配分 

 

 

図－１ 現状の水需給モデル(モデルⅠ) 

 

も現在ではなされていない。しかしながら、今まで 

の議論を集約すれば以下に示す事項が水需要戦略に 

は必要である。 

①産業間･地域間での適正配分が重要である 

②市場メカニズムの原理を応用すべきである 

（２）望ましい水配分モデル 

  上記①および②の条件を勘案して現状の水配分モ

デルを発展させると以下に示すモデルが考えられる。 

a)地域内で仮想の水取引市場を形成し、各産業

間に適正配分する段階(モデルⅡ、図－２)  

b)モデルⅡを多地域間で適正配分する段階 

(モデルⅢ、図－３) 

へと段階的に拡大設計することが望ましい。 

 

 

図－２ 域内･産業間水需給モデル(モデルⅡ) 

 

また、③水資源は財生産の制約要因であること

から、資本や労働と同等の付加価値生産要素とみな

すことができる。上記①～③までの条件を満たすに

はCGEモデルでの分析が適しており、特にモデルⅢ

は地域間での水配分を考慮していることから、国連

などが提唱する黄河等の渇水河川の流域全体を視野

に入れた水資源管理に迎合すると言える。 

 

  図－３ 多地域･産業間水需給モデル(モデルⅢ) 

 

３．CGEモデルの定式化 

 

（１）モデルの枠組み 

当モデルでは、各地域で行われる経済活動を数 

学モデルを駆使して記述し、これを用いて各産業へ

の水配分が変化した際の各地域の経済活動にどのよ

うな影響を与えるかを分析する。 

  各地域には生産活動を行なう生産者と、消費活動

を行なう家計がそれぞれ立地しているとする。複数

の生産財はさらに生産者がいくつかに分類されるも

のとする。その際、各地域で生産された財はそれぞ

れ異なるものとして定式化を行なうものと仮定する

(Armingtonの仮定)。そして生産者が生産活動のた
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めに必要とする付加価値生産要素には労働と資本に

加え水資源を計上する。これら生産要素はすべて家

計が保有し、家計はこれら要素を市場に供給するこ

とで所得を得て消費活動を行なっているものとする。

そしてこれら主体行動の大半が地域単位で営まれて

いると考えれば、資本については広域的に、労働お

よび水資源はその大半が域内市場でやり取りされて

いると考えられる。そこで、資本については全国に

１つの市場が成立し、労働および水資源は地域毎に

市場が成立するものとする。ただし、この概念はモ

デルⅡに該当するものであり、モデルⅢにおいては

水資源市場は分析対象とする地域全体に１つの市場

が成立するものとする。そしてこのような制約を設

けることで各地域の家計の効用に格差が生まれ、各

種政策が各々の地域にいかなる影響を与えるかを把

握することが可能となる。 

（２）生産者の行動モデル 

  生産者は生産技術制約の下で財を生産し、期待利

潤を最大にするように行動する。図－４では生産者

の生産関数を概説する。生産者はまず各産業から中

間財と付加価値要素を一定量投入して(Leontief関

数)生産を行なうものとする。この時、付加価値要

素は資本、労働がCobb-Douglas関数で合成され、更

に当合成要素が水とCES関数で合成されるものとす

る。中間財は国内財と海外からの輸入財がCES関数

で合成され、さらに国内財は各地域からの移入財が

CES関数で合成されるものとする。 

図－４ 生産関数 

 

 

（３）家計の行動モデル 

  家計は予算制約と各財取引可能量の制約下で期待

効用が最大になるように各需要量を制御する。各地

域の家計は資本、労働および水を持ち、これを市場

に供給することで得た所得で消費活動をしているも

のとする。この時、家計は図－５に示すような効用 

関数を持つとする。すなわち、消費財と水がCobb- 

Douglas関数で合成され、また合成消費財は各産業

からの消費財もCobb-Douglas関数で合成されている

とする。また生産者の場合と同様に各産業からの消

費財は国内財と輸入財の合成財と定義され、更に国

内財は各地域からの移入財の合計財として定義され

るものとする。 

図－５ 効用関数 

 

（４）水取引市場の定式化 

図－１～３で示した水取引市場モデルは、それ

ぞれ式(１)～(３)のように定式化できる。 
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４．データセットの作成 

   

中国国家統計局が公表した1997年地域産業連関

表(29省市区、38産業)を、競争移入型地域間表とし

て推計した10）,11）。なお、今回の解析では産業分類

を11産業として行なった。表－１に産業分類を、 

表－２には地域区分を示す。 

 

 

表－１ 産業区分 

表－２ 地域区分 
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No 産業名 対象となる産業 
1 農林水産業 農業･畜産業･林業･水産業 

2 鉱業 
金属鉱業･非金属鉱業･石油･天然ガ
ス･石炭 

3 食料品 食料品 
4 化学 化学･石油石炭製品 
5 金属 鉄鋼･非鉄金属･金属･ 

6 機械 
一般機械･輸送機械･電気機械･電子
機械･事務機械･機械修理 

7 
その他 
製造業 

繊維･衣服･木材･木製品･パルプ･紙･
加工品･窯業･土石･その他手工業 

8 建設業 建築 
9 公益事業 電力・熱供給･ガス･水道 
10 商業･運輸 商業･運輸 

11 サービス 
飲食業･金融保険･教育文化･その他
サービス 

No 省市区名 No 省市区名 No 省市区名 

1 北京市 11 浙江省 21 重慶市 

2 天津市 12 安徽省 22 四川省 

3 河北省 13 福建省 23 貴州省 

4 山西省 14 江西省 24 雲南省 

5 内蒙古自治区 15 山東省 25 陜西省 

6 遼寧省 16 河南省 26 甘粛省 

7 吉林省 17 湖北省 27 青海省 

8 黒龍江省 18 湖南省 28 寧夏回族自治区 

9 上海市 19 広東省 29 新彊維吾爾自治区 

10 江蘇省 20 広西壮族自治区 30 その他地域 


